
よって消費拡大が図ら 活
内容説明 参加者数れるとともに、地産地消の推進が図られます。 動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 20 20 20指標値
2

実　績 21 31 －－－

名称 イベントへの出展 単位 回
活

内容説明 産業フェア等への出展回数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

市民自らが積極的に地場農産物を消費するマインドとな 標 予　定 2 3 2指標値
るよう、啓発の手段・手法を工夫する必要があります。 3

実　績 2 4 －－－

名称 さつまいも栽培体験教室 単位 回
活

内容説明 さつまいも栽培体験教室開催回数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 3 3 3指標値
4

実　績 3 3 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、関係機関と連携し地場農産物の消費拡大と地産地消の推進のため、ＰＲ事業を行っていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9118

一般会計

事務事業名 農産物消費拡大推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

六次産業化・地産地消法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成09年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民　 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 1,237 1,261 1,974

人件費 4,600 5,616 8,899

目　的 総事業費 5,837 6,877 10,873

地場農産物の広報活動を行うことで、地域農業について 8年度事業費（予算額）財源内訳
の認知向上を図るとともに、生産者と消費者の相互理解 国支出金 0

を深めることにより、地産地消を推進します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

業務委託により収穫物活用体験料理教室や親子農業見学 その他 0

会、さつまいも栽培体験教室等の地場農産物ＰＲ事業を 一般財源 1,974

実施するとともに、受託者に対して助言や事業運営支援 合　計 1,974

を行います。また、大和地場野菜使用店認証制度の運用 ３.活動内容
を行います。 名称 収穫物活用体験料理教室 単位 人

活
内容説明 参加者数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 20 20 20指標値
1

実　績 10 11 －－－成　果（効果･予測）

地場農産物ＰＲ事業を通じて、新鮮で、安全・安心な地 名称 親子農業見学会 単位 人
場農産物への理解が深まることに



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
地産地消を推進するため市が関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 農業関係団体や県、消費者団体、教育機関等の関係者の協力を得て、ＰＲ活動を展開

しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
地場農産物のＰＲ・消費拡大のための事業として、経費・人件費は妥当と考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
地場農産物のＰＲ・消費拡大のための経費であり、受益・負担は適当と考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
地産地消を推進することで、農産物の長距離輸送にともなうCO2排出削減につながり

、環境負担軽減に寄与します。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



年度

標 予　定 23 27 34指標値
1

実　績 46 34 －－－成　果（効果･予測）

・農地の利用集積・有効利用が図られます。 名称 都市農地貸借法に基づく認定事業計画 単位 件
・地域農業の担い手の確保が図られます。 活

内容説明 都市農地の貸借により借手が耕作する場合の事業計画の認定数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 3 7 9指標値
2

実　績 5 9 －－－

名称 生産緑地買取申出処理件数 単位 件
活

内容説明 買取申出の処理件数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

関係機関と連携し、各種制度の周知を図り、制度活用を 標 予　定 24 16 10指標値
さらに促進することが必要です。 3

実　績 8 10 －－－

名称 認定農業者・認定新規就農者数 単位 人
活

内容説明 農業経営改善計画・青年等就農計画認定者（広域認定を含む）動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 35 32 33指標値
4

実　績 32 33 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

農業委員会・さがみ農業協同組合等関係機関と連携し 各制度の周知を図ります。また、県の事務である農

用地利用集積等促進計画の認可について、権限移譲の適否を検討していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9124

一般会計

事務事業名 農地管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

農業経営基盤強化促進法・農地中間管理事業の促進に関する法律

根拠法令 名　称 生産緑地法

都市農地の貸借の円滑化に関する法律、特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和60年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

農地、農地所有者、農業者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 205 232 244

人件費 4,614 5,221 7,705

目　的 総事業費 4,819 5,453 7,949

担い手の確保・育成や農地の貸借を推進することで、農 8年度事業費（予算額）財源内訳
地の有効な利用を促進し、都市農業における継続的な経 国支出金 0

営の実現を目指します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・農地の利用集積・有効利用を図るため、農地の貸借制 その他 0

　度（農地中間管理事業）を活用します。 一般財源 244

・認定農業者制度等により、地域農業の担い手を育成し 合　計 244

　ます。 ３.活動内容
・都市農地（生産緑地）の有効活用を図るため、貸借に 名称 農用地利用集積計画（促進計画を含む）の公告数 単位 件
　かかる事業計画の認定を行います。 活

内容説明 公告した計画件数（令和６年度以降は促進計画を含める）動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
法定事務が主であり、市が行う事務です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 農業委員会やさがみ農業協同組合等関係機関と連携し、農地の利用集積・有効利用を

推進していきます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最小限の経費で実施しており、適正な水準であると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
農地の有効利用を図るため、所有者と利用者との調整を図る事業であり、受益・負担

は適正であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ＳＤＧｓ（目標２）の達成に向け、農地の有効利用の促進を図っています。

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



7年度 (当該年度) 8年度

農産物の端境期では販売品数が減少することから、販売 標 予　定指標値
品の多角化などを図るための出店者募集等について、検 3

実　績 －－－討が必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

広く市民に来場してもらえるように、引き続き関連機関と連携を図りながら市ＨＰや市公式ＬＩＮＥ等を活

用し、周知していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9126

一般会計

事務事業名 市民朝霧市支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成元年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民（交付先：大和市民朝霧市推進委員会） 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 600 600 600

人件費 3,076 3,213 3,287

目　的 総事業費 3,676 3,813 3,887

朝霧市等の実施について補助金を交付することで、地場 8年度事業費（予算額）財源内訳
農産物の提供及び生産者と消費者の交流の取組みを支援 国支出金 0

し、地産地消を推進します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

朝霧市・夕やけ市・おさんぽマート事業に対して補助金 その他 0

を交付するとともに、事業への助言や実施支援を行いま 一般財源 600

す。 合　計 600

３.活動内容

名称 補助金の交付回数 単位 回
活

内容説明 市民朝霧市推進事業補助金動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

地場農産物の消費拡大、生産者と消費者の交流、都市農 名称 自主開催の回数 単位 回
業に対する理解が図られます。 活

内容説明 朝霧市・夕やけ市動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 125 125 147指標値
2

実　績 125 147 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
地産地消を推進していくため市が関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 端境期等による販売品の不足が生じないよう、販売品の多角化等の検討や出店数を増

やしていく必要があります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最低限の経費で運営されていることから、経費は適正な水準であると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
運営経費については、市の補助金だけではなく各出店者の負担もあり、受益・負担の

公平性は図られていると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
地産地消を推進することで、農産物の長距離輸送にともなうCO2排出削減につながり

、環境負担軽減に寄与します。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



位 人
められ、農業経営の安定化・効率化が図られます。 活

内容説明 補助金交付対象者（認定新規就農者）数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 3 4 3指標値
2

実　績 3 4 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

農業の高度化や環境負荷低減などを目指して新技術導入 標 予　定指標値
に取り組む農業者団体等に対して、支援方策を検討して 3

実　績 －－－いく必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

引き続き、農業者の新技術導入等の取り組み状況を踏まえ、支援措置の見直しについて、随時検討していき

ます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9127

一般会計

事務事業名 農業近代化等支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

農業経営基盤強化促進法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 一部有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和37年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

農業者団体・農業者・３水利組合・下和田水田組合 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 7,208 11,611 11,038

人件費 3,461 4,418 4,819

目　的 総事業費 10,669 16,029 15,857

農業者団等が行う近代化施設整備等に対し補助金を交付 8年度事業費（予算額）財源内訳
することで、農業経営の改善・発展を支援し、都市農業 国支出金 0

における継続的な経営の実現を目指します。 県支出金 8,676

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・機械揚水（水稲）の電気料金に対して補助金を交付し その他 1,578

　ます。 一般財源 784

・農業団体等が行う近代化施設整備に対して補助金を交 合　計 11,038

　付します。 ３.活動内容
・認定新規就農者の経営確立を支援するため補助金を交 名称 機械揚水電気料補助金交付 単位 団体
　付します。 活

内容説明 交付団体（水稲生産者団体）数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 4 4 4指標値
1

実　績 4 4 －－－成　果（効果･予測）

農業者団体等による農業経営の改善・発展の取組みが進 名称 経営開始資金 単



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
農業団体等への支援については、国・県・市の役割分担のもと実施しており、当該事

業への市の関与は必要です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 実施団体（農業団体等）からの事前相談や、県との調整を踏まえて、実施しています

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
必要最小限の人工で実施しており、適正な水準であると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
実施主体（農業団体等）が行う事業の経費の一部を支援するもので、適正な負担とな

っています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
SDGs（目標2）の達成に向け、持続可能な農業を推進しています。

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



内容説明 市民農園として利用している区画数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

地域ごとの利用状況や民間事業者等による開設状況等を 標 予　定 897 850 864指標値
踏まえた、適切な農園数・区画数を検討していくことが 3

実　績 897 850 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

地域ごとの利用状況や民間事業者等による開設状況等を踏まえ、適切な農園数・区画数について随時検討し

ていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9129

一般会計

事務事業名 市民農園運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成元年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市民農園 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 4,133 4,035 4,232

人件費 5,362 6,817 5,130

目　的 総事業費 9,495 10,852 9,362

市民農園の開設によって、市民が農業に親しむ機会を提 8年度事業費（予算額）財源内訳
供し、農業体験を通じた都市農業への理解の醸成と農地 国支出金 0

の利活用を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市民農園を開設し、区画利用による農業体験の場を提 その他 4,232

　供します。 一般財源 0

・運営管理は、市民農園利用者で組織する大和市民農園 合　計 4,232

　運営委員会に委ねます。 ３.活動内容

名称 大和市民農園（公設）設置数 単位 箇所
活

内容説明 大和市民農園（公設）設置数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 19 18 18指標値
1

実　績 19 18 －－－成　果（効果･予測）

・農業への理解を深めることができます。 名称 広報ＰＲ回数 単位 回
・農地の利用促進が図られます。 活

内容説明 募集記事掲載動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 市民農園区画数 単位 区画
活



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市民を対象に農業体験の場を提供する事業として、市が関与する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 市民農園利用者で組織する大和市民農園運営委員会と協力し、効率的な運営を行って

います。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
土地の賃借料が主な経費であり、適正な水準であると考えます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市の負担する土地の賃借料、市民が農業に親しむ場として負担する入園料を総合的に

検討し、受益・負担は適正であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市民農園の運営は大和市民農園運営委員会に委ねており、市民参加は十分果たされて

います。
Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 23 22 18指標値
2

実　績 22 18 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

農家の要請が一部の援農サポーターに集中する傾向があ 標 予　定指標値
ります。また、援農サポーターの高齢化がみられるため 3

実　績 －－－、新規登録を促進していく必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、サポーター新規登録を促進し、農家とのマッチングを図ります。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
29120

一般会計

事務事業名 援農サポーター事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成22年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

支援を希望する農業者及び援農サポーター 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 38 39 31

人件費 2,307 1,606 964

目　的 総事業費 2,345 1,645 995

農業分野での市民ボランティア活動を促進することで、 8年度事業費（予算額）財源内訳
市民と農業者との相互理解を深めることにより、都市農 国支出金 0

業への理解の醸成を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

広報やまとや市ホームページで援農サポーターを募集し その他 0

、面談のうえ登録。農家からのサポーター紹介依頼を受 一般財源 31

け、条件に合致するサポーターと農家をマッチングしま 合　計 31

す。 ３.活動内容

名称 支援要請農家数 単位 軒
活

内容説明 援農サポーターの支援を要請した農家数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 14 10 10指標値
1

実　績 10 10 －－－成　果（効果･予測）

農業者と市民の相互理解と交流が図られ、市内農業が活 名称 援農サポーター作業日数 単位 日
性化します。また、市民の余暇活動や健康増進にも寄与 活

内容説明 援農サポーター１人当たりの年間平均作業日数します。 動

指 6



度 6年度 7年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
農業と市民ボランティア活動を結びつける事業であり、市が関与する必要があります

。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 引き続き、サポーターへの新規登録を促進し、農業者とのマッチングを図ります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

5年度 6年度 7年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
農業と市民ボランティア活動をマッチングするための最小限の経費です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
農業と市民ボランティア活動をマッチングする事業であり、受益と負担は適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

5年度 6年度 7年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市民ボランティア活動により事業実施しています。

Ａ Ａ Ａ

５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

5年



年度 7年度 (当該年度) 8年度

農業従事者の高齢化に比例して、都市農業振興推進員も 標 予　定 220 212 0指標値
高齢化していることが課題です。 3

実　績 212 207 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅲ：廃止または終了

推進員数や推進員の管理戸数が年々減少していることから、推進員の多くが兼務しているＪＡさがみの組織

（地区運営委員会・支店運営委員会）を活用して情報提供を行えるように、ＪＡさがみとの連携・協力体制

を整えることとし、本推進員事業については廃止することとしました。
今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9119

一般会計

事務事業名 都市農業振興推進員事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和38年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

都市農業振興推進員、市内農家 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 497 462 0

人件費 769 601 0

目　的 総事業費 1,266 1,063 0

推進員が農家と行政の間を取り持ち、都市農業の振興を 8年度事業費（予算額）財源内訳
図ることにより、地域農産物の安定的な消費を目指しま 国支出金 0

す。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市内各地区から選出された推進員が、各農家への農業行 その他 0

政情報の周知と農産物品評会出品物の取りまとめを行い 一般財源 0

ます。 合　計 0

３.活動内容

名称 都市農業振興推進員会議 単位 回
活

内容説明 開催回数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 2 2 0指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

推進員が農家と市のパイプ役として、農業行政、施策等 名称 都市農業振興推進員数 単位 人
の連絡、周知を図ることで、地場農産物の安定的な消費 活

内容説明 支部から選出される合計に寄与します。 動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 28 28 0指標値
2

実　績 28 28 －－－

名称 対象農家戸数 単位 戸
活

内容説明 都市農業振興推進員管理戸数動

課　題 指 6



活
内容説明ることにより、栽培技術の向上と農産物の品質向上が図 動

られます。 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

品評会等の開催を地域農業を知ってもらう機会として活 標 予　定指標値
用していくことが必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

農業者の栽培技術の向上、農産物の品質向上に向けた取組みを支援するため、継続的に品評会等を開催する

とともに、事業のＰＲを行います。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9122

一般会計

事務事業名 農業生産研究育成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和38年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

農業者団体・農業者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 162 190 194

人件費 1,538 1,606 1,999

目　的 総事業費 1,700 1,796 2,193

持寄品評会等を開催することで、栽培技術の向上に向け 8年度事業費（予算額）財源内訳
た農業者・農業団体の取組みを支援・奨励し、都市農業 国支出金 0

における継続的な経営の実現を目指します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

立毛共進会（栽培中の作物についての育成状況、栽培環 その他 0

境を審査）、持寄品評会（湘南梨品評会を含む）を開催 一般財源 194

し、優秀者を表彰します。湘南梨品評会は３市１町（大 合　計 194

和市、綾瀬市、海老名市、寒川町）が参加する広域品評 ３.活動内容
会であり、負担金を支出して、運営を支援します。 名称 各種共進会・品評会開催日数 単位 回

活
内容説明 立毛共進会・持寄品評会動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 7 7 7指標値
1

実　績 7 7 －－－成　果（効果･予測）

立毛共進会はほ場における管理体制・栽培状況を見直す 名称 単位
機会として、持寄品評会は成果の発表の場として開催す



よう、開 標 予　定指標値
花時期に合わせた効果的なＰＲ等について、補助事業者 3

実　績 －－－と連携、協力していくことが必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

より広く観光花農園を市民に楽しんでもらえるよう、補助事業者と協力して広報活動を行っていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9131

一般会計

事務事業名 ふれあい農園支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成07年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民　　 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 1,000 1,000 1,000

人件費 769 402 562

目　的 総事業費 1,769 1,402 1,562

観光花農園の開設・運営について補助金を交付すること 8年度事業費（予算額）財源内訳
で、市民に安らぎを提供する取組みを支援し、農業の多 国支出金 0

面的機能の発揮を促進します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

ＪＡさがみが行う観光花農園の開設・運営に対して補助 その他 0

金を交付します。 一般財源 1,000
合　計 1,000

３.活動内容

名称 観光花農園総設置数 単位 農園
活

内容説明 市内花農園数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 6 6 5指標値
1

実　績 6 6 －－－成　果（効果･予測）

市民に安らぎと潤いの場が提供されるとともに、農地の 名称 観光花農園総面積 単位 ａ
利用が図られます。 活

内容説明 市内花農園面積（アール）動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 106 106 85指標値
2

実　績 106 106 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

より多くの市民に季節の花を楽しんでもらえる



7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 2 2 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

産業フェアが、市民と生産者との交流機会となり、本市 標 予　定指標値
の都市農業の魅力が広く伝わる事業となるよう、補助事 3

実　績 －－－業者に協力していくことが必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

地産地消の推進のため、引き続きやまと産業フェア農業出展事業を支援していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9132

一般会計

事務事業名 やまと産業フェア支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成03年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民　　 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 1,200 1,200 1,200

人件費 1,923 2,008 2,320

目　的 総事業費 3,123 3,208 3,520

産業フェア農業出展事業について補助金を交付すること 8年度事業費（予算額）財源内訳
で、農業経営の安定・向上の取組みを支援し、都市農業 国支出金 0

の振興を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

大和商工会議所が行う産業フェア（農業出展事業）に対 その他 0

して補助金を交付するとともに、事業への助言や実施支 一般財源 1,200

援を行います。 合　計 1,200

３.活動内容

名称 産業フェア会議回数 単位 回
活

内容説明 実行委員会・表彰式担当者会議・優良農業者推薦審査会等動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 6 6 6指標値
1

実　績 6 6 －－－成　果（効果･予測）

補助事業者が実施する農産物品評会や農産物等の販売事 名称 産業フェア開催日数 単位 日
業、広報事業を通じて、農業の多様な魅力が発信され、 活

内容説明 やまと産業フェア生産者と市民との相互交流が深まり、都市農業の振興に 動

寄与します。 指 6年度



年度

標 予　定 6 6 6指標値
2

実　績 6 6 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

補助事業を通じた担い手等の育成に向けた事業展開など 標 予　定指標値
について、ＪＡさがみと連携して取り組んでいくことが 3

実　績 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、安定的な農業経営が継続できるよう支援していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9133

一般会計

事務事業名 農業団体活動支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成07年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

農業者団体・農業者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 1,650 1,650 1,650

人件費 769 803 482

目　的 総事業費 2,419 2,453 2,132

ＪＡさがみが行う営農指導等に対し補助金を交付するこ 8年度事業費（予算額）財源内訳
とで、農業者団体等の育成活動を支援し、都市農業にお 国支出金 0

ける継続的な経営の実現を目指します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

ＪＡさがみが行う営農指導や団体育成に関する活動に対 その他 0

して補助金を交付します。 一般財源 1,650
合　計 1,650

３.活動内容

名称 補助金額 単位 円
活

内容説明 市補助金助成額動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1,650,000 1,650,000 1,650,000指標値
1

実　績 1,650,000 1,650,000 －－－成　果（効果･予測）

営農指導や団体育成により、農産物の品質向上が図られ 名称 農業団体数 単位 団体
、農業者による経営発展・経営改善の取組みが進められ 活

内容説明 ＪＡさがみ（大和支店）が育成する団体数ることが期待されます。 動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8



数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1,000 1,200 1,700指標値
2

実　績 1,000 1,700 －－－

名称 水田看板ポスターコンクール応募者数 単位 人
活

内容説明 応募者数動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

まつり開催経費については、資材費・人件費の上昇を背 標 予　定 80 80 80指標値
景に増加傾向にあるため、企画立案に工夫が必要となっ 3

実　績 84 66 －－－ています。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、やまとふれあいの里レンゲまつりについては、実行委員会と協力して、市民によろこばれる企画

を検討していきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9135

一般会計

事務事業名 水田農業対策事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和45年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 792 1,417 1,443

人件費 1,923 2,008 2,082

目　的 総事業費 2,715 3,425 3,525

レンゲまつりの実施について補助金を交付することで、 8年度事業費（予算額）財源内訳
地域住民の交流を促進する活動を支援し、都市農業への 国支出金 0

理解の醸成を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

農業者団体や地域住民による実行委員会が主催する「や その他 1,327

まとふれあいの里レンゲまつり」に補助金を交付します 一般財源 116

。また。小・中学生を対象に水田環境保全に関するポス 合　計 1,443

ターコンクールを実施し、優秀作品を表彰するとともに ３.活動内容
看板を製作して水田に掲示します。 名称 出店団体数 単位 団体

活
内容説明 レンゲまつり出店団体数（実行委員会を含む）動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 11 14 14指標値
1

実　績 10 12 －－－成　果（効果･予測）

水田農業の食料供給機能及び多面的機能について、市民 名称 来場者数 単位 人
の理解と関心が深まります。 活

内容説明 レンゲまつり集客人



指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅲ：廃止または終了

農業振興基金については、令和8年度中に大和市応援基金に統合されるため、令和8年度をもって本事業は終

了します。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9137

一般会計

事務事業名 農業振興基金管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和54年度 令和08年度 48年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

農業者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 7 21 22

人件費 769 601 562

目　的 総事業費 776 622 584

基金を管理・活用することにより、市内農業の発展を図 8年度事業費（予算額）財源内訳
り、地場農産物の安定的な生産・消費を目指します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

事業の趣旨に添う寄附金、基金から生ずる収益金を基金 その他 22

に積み立て、有効活用します。 一般財源 0
合　計 22

３.活動内容

名称 預金利子 単位 千円
活

内容説明 農業振興基金積立金動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 1 24 22指標値
1

実　績 7 21 －－－成　果（効果･予測）

基金を活用することにより、本市農業の振興のために必 名称 単位
要な施設を整備することができます。 活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

広く市内の農業振興につながる活用を図っていく必要が 標 予　定指標値
あります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定



境の変化（宅地化） 標 予　定指標値
により営農環境が悪化していることから、畜産業を継続 3

実　績 －－－できる環境を整える必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

畜産農業者が継続して営農をできるよう、引き続き支援を行っていきます。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
9141

一般会計

事務事業名 畜産育成対策事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

畜産農業者団体・畜産農業者 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 161 171 174

人件費 769 803 559

目　的 総事業費 930 974 733

家畜伝染病予防や悪臭防止等への取組を支援することで 8年度事業費（予算額）財源内訳
、事業継続できる環境を確保することにより、都市農業 国支出金 0

における継続的な経営の実現を目指します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

大和市畜産協会への業務委託により、畜産農業者の飼養 その他 0

管理技術の向上や家畜伝染病予防・悪臭防止等の家畜衛 一般財源 174

生対策を推進します。 合　計 174

３.活動内容

名称 畜産農家数 単位 農家
活

内容説明 肉牛農家・養鶏家数の合計動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

本市都市農業における畜産業の継続が図られます。 名称 薬剤配布件数 単位 件
活

内容説明 薬剤配布畜産農家件数動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

高齢化と担い手不足、そして周辺環



度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

農業者及び農業関係機関、市民と計画のさらなる共有化 標 予　定指標値
を進め、効果的に農業振興を図っていくことが必要です 3

実　績 －－－。

名称 単位
活

内容説明動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続 7年度 Ⅰ：現状のまま継続

計画の着実な推進のため、年度ごとに進捗状況を確認し、評価を実施します。

今後の方針等

令和７年度　事務事業評価表
12535

一般会計

事務事業名 都市農業振興基本計画等管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市民経済・にぎわい創出部 農業応援課 農業応援係 遠藤 標野

１.位置づけ･事務事業の期間
将来都市像実現に向けた目標 にぎわいを生み出すまち

総合計画体系 施策分野 農業

めざす姿 都市農業が営まれ、地域農産物が安定的に消費されている

農業振興地域の整備に関する法律

根拠法令 名　称 都市農業振興基本法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、計画 6年度（決算額） 7年度（決算額） 8年度（予算額）
事業費 29 37 38

人件費 6,152 6,426 2,731

目　的 総事業費 6,181 6,463 2,769

都市農業振興基本計画等の進行管理により、農産物の消 8年度事業費（予算額）財源内訳
費拡大や農地の保全等の農業施策を推進し、計画的に都 国支出金 0

市農業振興を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・都市農業振興基本計画に基づく施策等の進行管理を行 その他 0

　います。 一般財源 38

・農業振興地域整備計画に基づく施策等の進行管理を行 合　計 38

　います。 ３.活動内容

名称 農用地区域面積 単位 ha
活

内容説明 農用地区域として設定している面積動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年度

標 予　定 23.57 23.57 23.57指標値
1

実　績 23.57 23.57 －－－成　果（効果･予測）

計画に沿った施策を推進することで、農業の振興が図ら 名称 都市農業振興基本計画の年度評価 単位 件
れます。 活

内容説明 年度ごとの成果に対する評価動

指 6年度 7年度 (当該年度) 8年


